
公益法人認定法（抜粋） 
（欠格事由） 
第六条 前条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する一般社団法人又は一般財団法
人は、公益認定を受けることができない。 
一 その理事、監事及び評議員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 
イ 公益法人が第二十九条第一項又は第二項の規定により公益認定を取り消された場合に
おいて、その取消しの原因となった事実があった日以前一年内に当該公益法人の業務を行
う理事であった者でその取消しの日から五年を経過しないもの 
ロ この法律、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号。
以下「一般社団・財団法人法」という。）若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律（平成三年法律第七十七号）の規定（同法第三十二条の三第七項及び第三十二条の
十一第一項の規定を除く。）に違反したことにより、若しくは刑法（明治四十年法律第四十
五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二第一項、第二百二十二条若し
くは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）
第一条、第二条若しくは第三条の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する
法律中偽りその他不正の行為により国税若しくは地方税を免れ、納付せず、若しくはこれら
の税の還付を受け、若しくはこれらの違反行為をしようとすることに関する罪を定めた規
定に違反したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること
がなくなった日から五年を経過しない者 
ハ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくな
った日から五年を経過しない者 
ニ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号に規定する暴力団員
（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過
しない者（第六号において「暴力団員等」という。） 
二 第二十九条第一項又は第二項の規定により公益認定を取り消され、その取消しの日か
ら五年を経過しないもの 
三 その定款又は事業計画書の内容が法令又は法令に基づく行政機関の処分に違反してい
るもの 
四 その事業を行うに当たり法令上必要となる行政機関の許認可等（行政手続法（平成五年
法律第八十八号）第二条第三号に規定する許認可等をいう。以下同じ。）を受けることがで
きないもの 
五 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から
三年を経過しないもの 
六 暴力団員等がその事業活動を支配するもの 
 
（勧告、命令等） 
第二十八条 行政庁は、公益法人について、次条第二項各号のいずれかに該当すると疑うに
足りる相当な理由がある場合には、当該公益法人に対し、期限を定めて、必要な措置をとる
べき旨の勧告をすることができる。 
２ 行政庁は、前項の勧告をしたときは、内閣府令で定めるところにより、その勧告の内容
を公表しなければならない。 



３ 行政庁は、第一項の勧告を受けた公益法人が、正当な理由がなく、その勧告に係る措置
をとらなかったときは、当該公益法人に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずる
ことができる。 
４ 行政庁は、前項の規定による命令をしたときは、内閣府令で定めるところにより、その
旨を公示しなければならない。 
５ 行政庁は、第一項の勧告及び第三項の規定による命令をしようとするときは、次の各号
に掲げる事由の区分に応じ、当該事由の有無について、当該各号に定める者の意見を聴くこ
とができる。 
一 第五条第一号、第二号若しくは第五号、第六条第三号若しくは第四号又は次条第二項第
三号に規定する事由（事業を行うに当たり法令上許認可等行政機関の許認可等を必要とす
る場合に限る。） 許認可等行政機関 
二 第六条第一号ニ又は第六号に規定する事由 警察庁⻑官等 
三 第六条第五号に規定する事由 国税庁⻑官等 
 
（公益認定の取消し） 
第二十九条 行政庁は、公益法人が次のいずれかに該当するときは、その公益認定を取り消
さなければならない。 
一 第六条各号（第二号を除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 
二 偽りその他不正の手段により公益認定、第十一条第一項の変更の認定又は第二十五条
第一項の認可を受けたとき。 
三 正当な理由がなく、前条第三項の規定による命令に従わないとき。 
四 公益法人から公益認定の取消しの申請があったとき。 
２ 行政庁は、公益法人が次のいずれかに該当するときは、その公益認定を取り消すことが
できる。 
一 第五条各号に掲げる基準のいずれかに適合しなくなったとき。 
二 前節の規定を遵守していないとき。 
三 前二号のほか、法令又は法令に基づく行政機関の処分に違反したとき。 
３ 前条第五項の規定は、前二項の規定による公益認定の取消しをしようとする場合につ
いて準用する。 
４ 行政庁は、第一項又は第二項の規定により公益認定を取り消したときは、内閣府令で定
めるところにより、その旨を公示しなければならない。 
５ 第一項又は第二項の規定による公益認定の取消しの処分を受けた公益法人は、その名
称中の公益社団法人又は公益財団法人という文字をそれぞれ一般社団法人又は一般財団法
人と変更する定款の変更をしたものとみなす。 
６ 行政庁は、第一項又は第二項の規定による公益認定の取消しをしたときは、遅滞なく、
当該公益法人の主たる事務所及び従たる事務所の所在地を管轄する登記所に当該公益法人
の名称の変更の登記を嘱託しなければならない。 
７ 前項の規定による名称の変更の登記の嘱託書には、当該登記の原因となる事由に係る
処分を行ったことを証する書面を添付しなければならない。 


